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経 済 論叢(京 都大学)第150巻 第 ユ号.1992年7月 (1)1

二つの貨幣価値変動会計

一 外貨換算会計の定式化 といわゆる為替換算調整勘定の吟味

中 居 文 治

は じ め に

多国籍企 業 の活動 に よる会計の国際化 と変動相場制 の定着 に よ り,為 替変 動

会 計,こ とに外貨換算会計は,近 年,制 度会計 として,注 目を集 め,さ まざま

な議論 がお こなわれてい る。本稿 は,外 貨換算会計 が.外 貨建 財務諸表(な ら

びにその基 礎 とな る取 引)を 通常 は 自国通貨建財務諸表 に統一換算す る点 にお

いて,国 際間 の貨 幣価値変動 に対処 す る会計Dと して一種 の貨幣価値変動会計

であるこ とに注 目して,一 国 内の貨幣価値変動会計であ るいわゆ る一般物価 水

準 変動 会計(GPLA)一 イ ンフレー シ ョン会計,安 定価値会計一 と対比 し,

その計算構造 を検討 しよ うとす るものであ る。

まず,次 章 において,筆 者 の既 にお こな った一般物価水準変動 会計(貨 幣価

値変動会計)の 定 式化2)を 概略的 に示 し(計 算構造 を鮮 明 にす るため修正原価

主義GPLAに よ り,結 合会計一GPLA-CCAや 時価 主義,低 価主義 との結

合会計一 は 考慮 しない),つ いで,外 貨換 算会計 の定 式化 をお こな う。

1一 般物価水準変動会計の定式化

1.a・ 前進法 に よる元帳(全 取引)記 録修正法

1)cf.高 松 和 男,価 値 修正 会計(改 訂 版),1983年,223-224頁 。

新井 清 光,新 版 財務 会計論,1982年,258頁 。 同,企 業 会計 原則論,1985年,154頁 。

2)中 居文 治,架 空 利益排 除 と貨幣 価値 変動 会計,経 済論 叢第103巻 第2号,ユ969年2月 。

同,貨 幣価 値変動 会計 の 計算構 造〔1),会計,9108巻.第4号.1975年10月 。 ノ



2(2)第150巻 第1号

X;名 目資 本 会 計 に お け る第i期 末 の 貸借 対 照表(以 下,B/Sと 略 す),第i

期 損 益 計 算:書(以 下,P/Lと 略 す)計 上額

瓦 前 進 法 修 正後 の 第i期 末B/S計 上額,第i期P/L計 上 額

X';X;を 第j期 末 の 一 般物 価 水準 に換 算 した 金額 。X`ガ はX,と 同 じで あ る と

す る。

X';X;を 第 」期 末 の一般 物 価 水 準 に換 算 した 金額 。X`、 はX、 と同 じで あ る。

kXk時 点 にお け る取 引金 額(た だ し,非 貨 幣 項 目に つ いて は,増 加取 引3)を

距+Y,減 少 取 引4)を 一々.Yで あ らわす)。 な お,企 業 設 立 時 点 をk=0,第i期

の 第m番 目の取 引 時 点 をim,第i期 末 をinで あ らわ す。

p為k時 点 に お け る一 般 物 価 水 準(内 国貨 幣価 値 の逆 数)

p走・ 減 少 取 引 ん.Yに 適 用 す る対 応増 加取 引発 生 時 点 に おけ る 一般 物 価 水 準5)

(内 国 貨 幣価 値 の逆 数)

以上の よ うに記号 を定義すれば,前 進法修正は,

非 貨幣項 目期末残高

・・一Eky
k=0+鮎 ・(登 一・)/+z{k-Yk=0(舞 一・)}

一蔦 ・轟 ・急 航 斗 ・(餐 一・)}

+急 診{舞 一・}

貨幣項 目期末残高
　 ぬ ゴれ

Z;=Z;=Σ 】乏Z=Z;_1十 Σ 々Z
々=0々=',1

貨幣項 目保有 損益6>

次の よ うに定式 化 され る。

… …(1 .1)

… …(1 .la)

… …(1 .2)

＼ 同,財 務 諸表 と貨 幣価 値修正 会 計,横 浜市 立大 学会 計学 研究 室編,財 務 諸表 論 〔新版 〕,1983

年。 同,わ が国 の大企 業 の利益 ・自己資 本 の貨幣 価値 変動 会計 に よ る修正,オ イ コ ノ ミカ,第24

巻 第2号,1987年11月 。

3)4)中 居(1975),99-100頁 。

5)外 貨換 算会 計 に対 比すれ ば,た とえば 減価 償却 費 を計上 時 点 の為替 レー トで な く,対 応 固 定資

産 の取 得 日 レー トで計 上す る ことと同様 で ある。

6)中 居(1969),中 居(1975),中 居(1983)に お ける貨 幣価値 変 動損 益 に同 じ。



二つの貨幣価値変動会計(3)3

画 一鮎 ・(登 一・)}一誹 ・(P言1一一・)・鷺}… …・…

一…(轟 一・)噺 ・(登 一・)}・ …・・(・・距・

なお,上 記 の記号 の定義 に よリ マ彊=蔦 ×」亜一である。
P'一1・据

以上 の定式 に よ り,第i期 の名 目利 益P;と 実質利 益(修 正後利益)P;の

関係 が,名 目B/S,名 目P/L,前 進法修正B/S,前 進法修 正P/Lよ り定式化

で きるが,煩 雑 であ り,本 稿 の主題 ではないので,説 明 を省略す る(詳 細 は別

稿7)を 参照。 なお,本 稿 では,以 下 に示 す財 務諸表修正法 と統 一的 な定式 関係

を示 すために記 号 を別稿8)と 若干変更 してい るが,内 容 に変更は な い)。 次 に

示 す財務諸表修正 法 と,修 正計算上,若 干の金額 の差異 が生 じるが,P、 と 互

の関係その他基本的 な点 につ いては,同 じであ る。

1.b.前 進法 に よる財務諸表修正法

1.aに よる元 帳(全 取 引)記 録修正法は,正 確 な修正計算法 ではあるが,企 業

の内部 資料 な しには計算が不可能 であ り,ま た きわめて煩雑 であ るので,外 部

に公表 され る財務 諸表 によって修正計算が可能 な財務諸表修正法 を次 に示す。

この場 合には,特 定 の取 引を除 き,取 引はすべて期 中に平均的 に生 じ た も の

一 修 正に期 中平 均指数 を用い る一 と想定 され る。以下 の記号 を,1.aの 記

号 に追 加 して使 用す る。

A非 貨幣項 目資 産

D貨 幣 ・債権(貨 幣項 目資産)。 物 価 スライ ド契 約債権(イ ンデ クセー シ ョ

ンが行われ る債権)はAに 含 まれ る

E非 貨幣項 目負債

C債 務(貨 幣項 目負債)。 物 価 ス ライ ド債 務(イ ンデ クセー シ ョンが行われ

7)中 居(↓975)。97一 工06頁 。

8)中 居(1975)。97-98頁 。
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る債務)はEに 含 まれ る

K資 本金 ・資本剰余金

S利 益剰 余金(期 末残高 には当期純利 益を含む)

P当 期純利益

Ω 利 益流出(社 外分配 ・非留保 的利 益処分)

利益剰余金の資本金 ・資本剰余金への振替 を無視すれば、

S;=S;一1十P;一Q;

の関係が成 立 してい る。

V名 目資本会計 におけ る収 益。Vに は貨幣項 目保有利 益は含 まない。

W名 目資本会計 におけ る費 用。 内,過 年度取得減価償 却資 産 に対す る減価償

却 をGと す る。Wに は,貨 幣項 目保有 損失 は含 まない。

M貨 幣項 目保有損失

H貨 幣項 目保有利益

P+、 第i期 平均一般物価水準

P=、 減価 償却修正指数。対応減価 償却資産 の取得時点の一般物価指数

以下,ス ペース節約のため記号 を次 のよ うに変換 して使 用す る。

嘗 一%一 轟 一・…… 世 一付 語 一%世 一・・

次頁 に,第i期 のB/S,P/L,貨 幣価値修正勘定 一般物価水準修正計算

を行 な う際の名 目値 に対す る修正差額 を計上す る勘定で,残 高はKの 附加勘定

とな る一 を示 す。

財務 諸表修正法の具体的適 用にあた っては,非 貨幣資産A;の 算 出が きわめ

て困難 で,以 下の算式 で修正 され る 瓦,E;,S;に よって算出 され た修正総資

本(=修 正総資産)か らD;を 差引いた差額 として算出 され る(近 似 的 に は

A;を 構成 す る各項 目の修正は可能 である)。

各項 目の修正計算式 は次 の通 りである。
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名 目資本会計 による第i期 末B/s

非 貨 幣 資 産

貨 幣 ・債 権

A

D

債 務C;

非貨幣項 目負債E;

資本金 ・資本剰余金K;

利益剰余金(当 期純利益を除 く)S,一P:

当 期 純 利 益P;

名 目資本会計 に よる第i期P/L

費 用

当 期 純 利 益

W

P

収 益 V;

一般物価水準変動会計 による第i期 末B/S

非 貨 幣 資 産

貨 幣 ・債 権

瓦

軌

債 務C;

非 貨 幣 負 債 瓦

資本金 ・資本剰余金K

利益剰余金(当 期純利益を除 く)S;一P、

当 期 純 利 益 互

一般物価水準変動会計による第i期P/L

失

用

損

益

有

一鵬㌘
費

貨

当

匹
M
耳

収 益

貨幣項目保有利益

可

凡

策i期 の貨幣価値修正勘定(前 進法 修正)… …項 目は相手勘定を示す

資本金 ・資本剰余金 瓦

利 益 剰 余 金S;

非貨幣項 目負債e;

貨幣項 目保有禾聾益H、

収 益vゴ

K
冨

五

一

一

一

N

S

E

Vf-V;

非 貨 幣 資 産a;

貨幣項 目保有 損失M;

費 用w`

A;一A;

WrWゴ
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　 ニ ぼ

K;=K`,一1十(K,一K;一D・a,4=Ko・ α〇十 Σ(K,一K,一1)・al.… …(1 .4)
'=1

　 　 ゴ

E;=E';_,十(E;一E;_1)。 α げ。=E。 ・a,十 Σ(E,一E,_1)・ αr
α … …(1.5)

∠昌L

_ゴ`

S;=S㌔ 十Tpi一 Σ Ω㌔
'隅1'一L

げ ゴ

=S;÷(S'o-So)十 Σ(P`,一P,)一 Σ(Q'一Ql)

'=1 ど=⊥

V、=V;+V;(a;,一1)=V;・ α、。

W,=W,十(W,一G;)(a,、 一1)十q(α ∫4-1)

M;冨D.一1・(α,.1.。 一1)十(D;一D;一 二)。(α ゼ1)

H;=C;一1・(a;_、.。 一1)+(C;一C;.1)・(α 、。一1)

… …(1 .6a)

''"● ・(1
.66)9)

・・・…(1 .7)

… …(1
,8)

・・・…(1 曜9)

… …(1
咀10)

以 上 の 修 正 計 算 式 に よ り,名 目 利 益P,と 実 質 利 益(一 般 物 価 水 準 修 正 利

益)P;の 関 係 は,損 益 法 修 正,財 産 法 修 正 そ れ ぞ れ 次 の よ う に な る 。

損 益 法 修 正 は,

P;=P;十{V;(α げ。一1)一(W;一G;)(a;、 一1)一G;(αfλ 一1)}

十{q一 エ・(a;一1."一1)十(D;一D;一1)・(a;4-1)}

一{q 一・・(・・一1・・一1)+(C;一9一 ・)・(… 一1)}… …(1 ・11)

=P,+vrw、+H;一M;… …(1 .11a)

こ れ を 変 形 す る と

P;(名 目 利 益)一P;(実 質 利 益)=架 空 利 益(損 失)

=(費 用 計 上 不 足Wr収 益 計 上 不 足V;)

一 貨 幣 項 目保 有 利 益 艮 十 貨 幣 項 目保 有 損 失M
;

"昌'一(1 ,11b)

財 産 法 修 正 は,

P;=P;十a;一(e;十S;十k;)・ … ・・(1.12)

9)中 居 文 治,貨 幣価 値 変動 会 計に おけ る利益 剰余 金,オ イ コノ ミカ,第17巻 第2号,1980年9月 。

38頁 。
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(1.lla)式 と(1.12)式 よ り,B,P,を 消 去 す れ ば,

k;_(a;十W;十M;)一(e汁sゴ 十v;十H;)… …(1.13)

(1.13)式 ぽ,貨 幣価 値 修 正勘 定 が 資 本 金 ・資 本剰 余 金勘 定 の 附 加勘 定 で あ る こ

とを示 す 。

11外 貨換算会計の定式化

外貨換 算会計は,他 国通貨建 の取引 ないし財務諸表 を,自 国通貨 に換算す る

一種 の:貨幣価値変動会計 であ るの で 一般物価水準変動 会計 と同様 に
.会 計数

値 を,貨 幣項 目保有損益(外 貨換算会計の場合 は為替差損益)を 生ず る貨幣項

目とそれ以 外の非貨幣項 目に分類す るこ とが計算構造の基本 となってお り,貨

幣項 目は,名 目資本会計の場 合 と同数値 をとる(こ のことは,以 下 にみ るよ う

に,外 貨換算会計 では決算 日レー トー 以下CRと 略す一 による 換算額 を

意味す る)が,為 替差 損益が,貨 幣項 目を非貨幣項 目と同様 に実質価値へ修正

した場 合 に得 られ る金 額(外 貨換 算会計 では,取 得 日レー トー 以下,HRと

略す一 による換算額 を意 味す る)と 名 目金額(外 貨換算会計 ではCR換 算

額)と の差 額 と して,P/Lに 計上 され ることとなる。 よって,外 貨 換算 会計

の計算構造 は,基 本的 に,い わゆる 「貨幣 ・非貨 幣法」 となる。計算構造 を鮮

明にす るため,以 下 においては,一 般物価水準変動会計 の定式化の場合 と同様,

取得原価主義 を想定す る。時価 主義 ・低価主義 が とられ る場 合 は,い わ ゆ る

「テ ンポ ラル法」 が採 用され ることとなろ う。 なお,外 貨換 算会計 の対象 とな

る自国通貨 ・他国通貨 とも国 内価 値は安定 してい るもの と 想定 す る。 自国通

貨 ・他国通貨 ともにその国内価値 が変動す る(通 常 はイ ンフレーシ ョン)場 合

に適 用され る二 つの貨 幣価値変動会計(一 般物価水準変動会計 と外 貨 換 算 会

計)の 結 合会計 の定式化 は,今 後 の課題 としたい。

2.a.貨 幣 ・非貨幣法 に よる元帳(全 取引)記 録修正法

以下の変更を除いて,一 般物価水準変動会計の定式化に使用 した記号を使用
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す る。 ただ し,X;は 外 貨建(外 国通 貨 単位 表示)金 額 を示 し,X;は,自 国通

貨 に換 算 した 金額 を示 す。

r々k時 点 に おけ る為 替 レー ト。 為 替 レ ー トは,他 国通 貨(換 算対 象)単 位 金

額1に 対 す る 自国通 貨 単位 金 額rで あ らわす 。 た とえば 自国 通 貨 単位 を 日本

円,他 国 通 貨 単位 を米 ドル とす れ ば,1ド ル対r円1と 示 され る。 第i期 に つ

い て は,=inがCR,そ れ 以 外 はHRで あ る。

非 貨 幣 項 目期 末 残 高

　 ゴ　 ゆ ヒ ぬ

yFΣYた ・rμ+Σ{ゑ+Y(r,一r帥)}+Σ{鳶 一Y(r々+一r伽)}… …(2.1)
々=1た 冨Qゐ=D

　 　 ぽ　 ゴヵ

=Y;一,+Σ 々Y十 Σ{々+Y(re-rf。)}+Ek-Y(rk+一r`η)}… …(2.la)
鳶=`.1々=9.1々 ≡`P1

貨 幣 項 目 期 末 残 高

ZFΣ たZ・rゴ。=Z;一1・rfπ 十 Σ 乏Z・r`。 … …(2.2)
k=0

為替差損益

ゴ　　　

HM;=EkZ(r鳶 一rの 一 Σ ¢(r々 一r(.)… …(2.3)
k=O=O

に

=Z;一1(r,一1.η 一r餌)十 Σ 々Z(rk-r;n)… …(2.3a)

鳶冨`.1

以上の定 式 によ り,第i期 の外貨建利益--;(そ の名 目換算額 は 且-;・CR)と 自

国通貨建換算利益II;の 関係が,外 貨建B/S,外 貨建P/L,外 貨換算B/S(自

国通貨建),外 貨換算P/L(自 国通貨建)よ り定式化 で きる。 これ らのB/S・

P/Lに 各項 日を示 すのは煩雑 であるので,次 の 財務諸表修正法 にお いてHと

1τの関係 を示す。計算構造上,基 本的 には同 じ関係が示 され る(換 算上,若 干

の金額の差 異が生 じることは,一 般物価 水準変動会計 の場合 と同様 である)。

2.b.貨 幣 ・非貨 幣法 による財務諸表修正法

1.bと 同様,特 定の取引 を除 き,取 引はすべて期 中に平均的 に生 じ た も の
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一 換算 に期中平均指数ARを 用 い る一 と想定 され る。以下 の 記号 を,

2,a,1.bの 記号 に追加 ない し変更 して使用す る。

n当 期純利益(一 般物価 水準変動会計 との対比 のため,Pに か え て 使 用 す

る)

V外 貨建P/Lに おけ る収益。Vに は,為 替差益 は含 まない。

W外 貨建P/Lに おけ る費用。 内,過 年度取得減価償却資産 に対 す る減価償

却 をGと す る。Wに は、為 替差損 は含 まない。

2為 替差損

θ 為替差 益

一 般 物 価 水 準 変 動 会 計 で は,イ ン フ レー シ ョンが 想 定 さ れ て い る

(Ps-1.。〈pゴ。<pの ので,貨 幣項 目保有 損失Mは 貨幣 ・債権Dに,貨 幣項 目保

有利 益Hは 債務Cに それぞれ対応 して いるが、為替 レー トの変動 については,

一 方的 な騰貴 または下落が想定 されず,よ って,為 替 差損 ・9が貨幣 ・債権D

に,為 替差益 θが債 務Cに それ ぞれ対応す るとい う関係 はない。 したが って,

次に示す 自国通貨換算P/Lに 示 され る為 替差損 ρ,為 替差益 θは,貨 幣 ・

債権D・ 債務Cの 全体 に対す るものが,借 方 ・貸 方にそれ ぞれ計上 され る も

の とみ られ る(あ るいは,為 替差損益 の純額 が,9ま たは θとして一方 のみ

計上 され る ともみ られ る)。

r;、減価償却換算 レー ト(HR)。 対応減価 償却 資産 の取 得時点の為替 レー ト。

r,、 第i期 平均為替 レー ト(AR)。

次頁 に,第i期 のB/S,P/L,為 替換算修正勘定一 外貨換算会計 を行 な う

際 の外貨建金額xCRに 対す る換算(修 正)差 額 を計上す る 勘定 で,残 高 は,

Kの 評価勘定 となる。 一般物価水準変動会計におけ る貨幣価値修正勘定 に相 当

す る一 を示す。

財務 諸表修 正法 の各項 目の修 正計 算式 は次の通 りで ある。本稿 では,外 貨 ・
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外貨建第i期 末B/S た とえば ドル表示

非 貨 幣 資 産

貨 幣 ・債 権

A

D

債 務C;

非 貨 幣 負 債E;

資本金 ・資本剰余金K;

利益剰余金(当期純利益を除 く)Sr耳

当 期 純 利 益 叫

外貨建策i期P/L た とえば ドル表示

費 用

当 期 純 利 益

W

H

収 益 V;

自国通貨換算第i期 末B/s たとえば円表示

非 貨 幣 資 産

貨 幣 ・債 権

瓦

α

債.務G

非 貨 幣 負 債 瓦

資本金6資 本剰余金 瓦

利益剰余金(当期純利益を除 く)岳 一π`

当 期 純 利 益.π;

自国通貨換算第i期P/L たとえば円表示

用

損

益ロ

差

不純

替

期

費

為

当

頭

侮
瓦

収 益

為 替 差 益

π

伍

第i期 の為替換算修正勘定(項 目は相手勘定を示す)た とえば円表示

資 本金 ・資本剰余金 島

利 益 剰 余 金 ∫∫

非貨幣項 目負債 θ`

為 替 差 益 θ`

収 益.ψ`

館

"

露

r

「

r

●

●

●

K

S

E

}

一

一

竺
丑

E

精 一V,・rゴ"

角

徽

産

損

用

資

産

幣貨

替

非

為

費

㌦

叫

趣

W

「

一

4

塗
%
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自国通貨 とも内国通貨価値 の変動 はない もの と想定 しているので,前 述 の一般

物価水準 変動 会計の場合 に較 べて、非貨幣資産 兀 の算出 もそれ ほ ど煩雑 では

ない。

4=・4ゴ ー五十(A;一A,_1)(r,.一rピ 。)

瓦 ・=K;・ 一1十(K;一K;一1)(rゴ α一r;.)

E;;E;一1十(E;一E,_1)(r,4-r加)

5、=5丹+πr9・r、 、

V,=V;・r面 十V;(rゴ ローrゴ 。)=V;・r;。

四=W;・rゴ 。十(W,一G,)(rゴ 。一r,。)十G;(rげ え一rゴ 。)

52(ま た は θ)=(q一 一D;一 ユ)(rゴー1.一r..)

… … 〈2 .A)

・・・…(2
.4)

・・・…(2 .5)

・・・…(2 .6)

・・・…(2 ,7)

… …(2
.8)

十{(C,_C;一1)一(D;一Dげ 一1)}(r面 一rご π)… …(2,9)

以 上 の 修 正 計 算 式 に よ り,外 貨 建 利 益 耳 と 自 国 通 貨 建 換 算 利 益 瓦 の 関 係

は,損 益 法 修 正,財 産 法 修 正 そ れ ぞ れ 次 の よ う に な る 。

損 益 法 修 正 は,

πF叫 ・r函十{V;(r;,一rゴ 。)一(W;一G;)(r;a-r; .)

一G
;(=u-r,。)}十[{(C;一1-D;一1)(r,_,.。 一Yin)

十{(C;一q_1)一(D,一D;_1)}(r面 一r;.)]… …(2 .11)

=r正'・r函 十"ピ ー τσ'十θ∫一 」2げ ・一・(2.Ila)

こ れ を 変 形 す る と,

n;・r`。(外 貨 建 利 益 のCR換 算 額)一 π(外 貨 建 利 益 の 実 質 換 算 額)

=「 架 空 利 益(損 失)」

=収 益 ・費 用 の 為 替 換 算 修 正 差 額(ω
`一 の 一 為 替 差 益 θ、

+為 替 差 損2,… …(2 .lib)

財 産 法 修 正 は,

17;=H・ ・r計 α一(・ ・+・'+ゐ 、)… …(212)

(2.11a)式 と(2.12)式 よ り,1アf ,-,・r、 を 消 去 す れ ば,
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々'=(a;十w,一 ←2,)一(θr一 トS;4一"ゴ十B;)・ ・・…(2.13)

(2.13)式 は,為 替 換 算 修 正 勘 定 が 資 本 金 ・資 本 剰 余 金 勘 定 の 評 価 勘 定 で あ る こ

と を 示 す 。

なお,本 稿 の財務諸表修正では,期 中取引 を平均為替 レー ト(AR)で 換 算

す る(減 価償却 をrμ で換算す るの を除 き)の で,元 帳(全 取引)記 録修正法

との誤差が大 きい。 よって,具 体 的適用 にあた っては,減 価償却資産 の減 少取

引 をr;,で,B/S非 貨幣項 目Xに ついて 瓦.、 がX;よ り大 きい場 合は減 少取

引が含 まれ ることが通例 なので,そ れ についてはARで な くHRを 適用 して

換算す るこ とが望 ま しい。(後 掲 のわが 国の外貨建取 引等会計処理基準 でぽ,

そのよ うにHRで 換算す るよう指示 してい る。)

IIIわ が国の現行外貨換算基準の検 討

以上 の外貨 換算会計 の定式化に基いて,わ が国の現行外貨換算基準 の検 討 を

お こな うが,そ の前に,上 述 の貨幣 ・非貨幣法 と対 照的 な 「純決算 日 レ ー ト

法」 に触れてお く。

これ は,す べての財 務諸表項 目(上 掲 ではB/S,P/L)を,決 算 日レー トで

一 国(通 常 は 自国)の 通貨単位 に統一換算す る方法 で,外 貨価値の変動(為 替

レー トの変動)は,損 益 に影響 しない(し たが って,換 算差額 は為替差損益 を

含めてゼ ロとす る)。 とくに 「純」決算 日レー ト法 と名 づけたのは,以 下 に示

す制度 化された 「決算 日レー ト法(な い しカ レン トレー ト法)」 と,資 本 金 ・

資本剰 余金Kを も決算 日レー トで換算す る点 で異 なってい るか らであ る。

この方法 は,通 貨単位 を異 にす る独立 した複数の企 業の財務数値 の国際比較

や,複 数 国の企業財務統計の比較 のために用い られ る もの で,通 常,連 結 を対

象 とす る外貨換算会計で採 用され る ことはないが,そ れ との比較 の た め に 示

す 。

この方法 は,あ えて定式化す る必要 もな く,元 帳(全 取 引)記 録修 正法 にな
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じむ もの で な いが,財 務 諸表 修 正 法 もそ れ に含 まれ る と して,定 式 化 す れ ば 次

の よ うに な る。X項 目に つ い て(上 記 の 貨 幣 ・非貨 幣 法 の よ うにYとZの 区 別

は不 要),
　　 セ
X;=X;・r面=X,・r函 十 Σ 々X(rゴ 。一rの … …(3,1)

た昌o

1979年6月 に制定 されたわが国の外貨建取引等会計処理基準(以 下 「基準」

と略す)は,外 貨換算基 準 と して原則 として在 外支店の財 務諸表 にはテ ンポ ラ

ル法,在 外子会社等の財 務諸表 にはいわ ゆ る修正 テンポラル法 を適 用 し,例 外

的 に両者 に一定の条件の下に決算 日レー ト法 の適 用をみ とめてい る。

3,1テ ン ポ ラ ル 法

「基 準」 は,在 外支店 の外貨表示財務諸表 を円数値 に換 算す る原則的 方法 と

して,貨 幣項 目については貨幣 ・非貨幣法 に流動 ・非流動法 を 加 味 し た 方法

(短期 貨幣項 目にはCR,長 期 貨幣項 目にはHR,た だ し短期 有価 証券 に も

HR),非 貨幣項 目にはHR(収 益性負債 の収 益化額 ・費用性資 産の費用化額 以

外はARも 可)た だ し,費 用性 資産 が取得原価以 外の 外貨額 を付 され てい る

ときは,そ の ときの為替 レー トによるの で,い わゆ るテンポ ラル法 を採 ってい

る。

この方法 は,計 算構造上,基 本的 には前述の外貨換算 会 計 定 式(貨 幣 ・非

貨幣法)と 同様 であ る(流 動 ・非流動法 の加味 ・時価 評価 の考慮 な ど若干 の修

正が加 え られ るが)。

この方法 の具体的数値設例 に よる適切 な説 明はた とえば新 井(1982)1。)に み

られ る。 それ に よれ ば,換 算後 当期純利益 は,「 テ ンポラル法 の基本的 な考 え

方,つ ま り取得原価会計(原 則 として.貨 幣項 目には決算 日現在 の法定 または

契約価額 を付 し,非 貨幣項 目にはその取 得原価 その他の原初取引価額 を付す と

い う会 計)の 思想 を換 算会計上 も貫 き,か っ,在 外支店 の取引 をすべて 自国通

10)新 井清光,新 版財務会計論,1982年,273-281頁 。同,企 業会計原則論,1985年,ユ73-176頁。
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貨(円 貨)で 行 な った とみ なす考 え方 に もとづいて算定 された数字 で あ る」11)。

そ して(換 算後)純 損 益の発生原 因を分析す る と,こ の金額は①本店 におけ る

換算ゐ場合 と同機 貨 幣項 目(た 溶 し非流動項 目を除 く)に ついて生 じた為替

変動 損益一 設例12)のP/Lに おけ る為替換算差額 は,為 替差損益 あるいは

貨幣項 目について生 じた為 替変動損 益ゆ と明示 した方が適切で ある(引 用者)

一 と②円貨 に よる取 得原価 主義 で処理 した とみな して算 出された純損益か ら

成 り立つ14)と して,い わゆる 「換算のパ ラ ドクス」発生 を合理的 な もの とみて

い る。

この関係 を,前 掲 の定式(2.lla)と 対 比す ると,① は(2.lla)式 の 第4・5

項 θ一 ρ、に,② は同 じ く第1・2・3項n;・r,。+τ 一 働 に相 当す ることがわ

か る。す なわ ち② は,外 貨建純利益の決算 日レー ト換算額 と為替差損益 を除 く

収益 ・費用の為 替換算差額 の和 であ る。

(1.lib)式 と(2.lib)式 の対比 よ り,二 つの貨幣価 値変動会計,一 般物価 水準

変動会 計 と外貨換算会計(貨 幣 ・非貨幣法)は,同 様の計算構造 を もち,貨 幣

項 目保有損益 は為替差損益 と,収 益費 用計上不足 は収益費 用為 替換 算差額 と対

応す る ものであ るか ら,名 目資本 会計 での架空利益 の排除 を一般物価 水準変動

会計 で行 な うことが合理的 とすれば,外 貨建利益を外貨換算会計(貨 幣 ・非貨

.幣法)で 換算す るさいに生ず るいわ ゆる 「換算 のパ ラ ドクス」は当然 の理で あ

る。名 目利益Pと 実質利益万 の差が,正,零,負 をと りうるの と同様 に.外 貨

建利益(の 決算 日レー ト換算額)■,・r,と 自国貨換算利益 πfの 差が正,零,

負 をと りうるので あ り,--;・rゴ が正,π;が 負 とな る場合 も当然に あ りうる。

3.2.い わ ゆ る修 正 テ ンポ ラル法

「基準」は,在 外子会社等の外貨表示財務諸表を円数値に換算す る原則的方

11)新 井(1982),274頁,新 井(ユ985),175頁 。

12)13)新 井(ユ982),275頁,新 井(1985),175頁 。

14)新 井(1982),274頁,新 井(1985),175-176頁 。
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法 と して,B/S項 目お よびP/L項 目に つ い ては 前 掲 の在 外 支 店 と同 様 の 方 法

に よ.り(し た が っ て テ ンポ ラル法 が とられ る),当 期 純 利 益 と 期 末 留 保利 益 の

み 決 算 日 レー トCRで 換 算 し,各 項 目の換 算 差 額 を 「為 替 換 算 調 整勘 定 」 に

表示 し,B/Sの 資 産 の部 また は負 債 の部 に記 載 す る もの で,換 算 差 額 を 損 益

に計 上 しな い点 で,テ ンポ ラル法 と異 な り,修 正 テ ソポ ラル法 と よばれ る。

これ は,(2.lla)式,(2,12式)に お いて,

H,=コ いr叫

とす る方法 で あ り,し たが って,(2.11a)式 で は,

v;一w;→ 一B;一θゴ==0

とな り,い った ん個 別 項 目(純 利 益 を除 く)の テ ンポ ラル法 適 用 に よ り換 算 後

金額@`,w;,B;,.9ゆ がP/Lに 計上 され るが,⑫ 一 切、+θ、一2ゴ)を 損 益 と し

て計 上 させ ない た めに,そ れ を為 替 換 算 調 整 勘 定繰 入額(相 手 勘定 はB/Sの

為 替 換 算 調 整勘 定)と してP/Lに 計 上 す る こ とに な る。 これ は,P/Lに お け

る純 損 益17,に 対 す る評価 勘 定 で あ る こ とを示 す 。

ま た(2.12)式 で は,

a;一(6f十5∫ 十 ゴ々)=0

とな り,い った んB/S上 の個別 項 目(純 利 益 を除 く)の テ ンポ ラル法 適 用 に

よ り換 算後 金 額(・4ご,E;,κ)がB/Sに 計 上 され るが,{α 一(e;+5;+々 ゴ)}を

損 益 として計上 しない た め に,そ れ を為 替 換 算 調整 勘 定 と してB/Sに 計 上 す

る こ と とな る。 これ は,B/Sに お け る純 損 益 ∬`に 対 す る評 価 勘 定 で あ る。

ただ し,こ れ らの評 価 勘 定 は、 テ ンポ ラル法 に よ る利 益n .ゴを実 質利 益 とみ て

それ に対 す る附 加 な い し相殺 勘 定 の意 味 を もつ の で あ って,制 度 的 には修 正 テ

ンポ ラル法 利 益II,・CRが 実質 的 意 味 を もた され る こ とか ら,た ん に差 額 を当

期 の損 益 計 算 か ら排 除 す る点 で は,通 常 の 固定 資 産 に対 す る減 価 償 却 累 計 額,

売 掛 金 に対 す る貸 倒 引 当金 等 の場 合 とちが って,実 質 的 には繰 延 勘 定15)の 性 格

を もっ とい える。

15)cf、 新井(1985),179頁 D
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「基準」 では5f=oと す る一 期末留保利益 をCR換 算す る一 のでP/L

の為替 換算 調整勘定繰入額 とB/Sの 為替換算 調整勘定 計上 額 とは一致 しない。

(2.13)式 よ り,

"f_w;十B;_2ガ=a,一(e;十3♂ 十んゴ)・ ・・…(2.14)

であ り,(2.14)式 の左 辺は,P/Lの ④為替換算調整 勘定繰 入額,右 辺 はB/S

の⑤為替換算調整勘定 であるか ら,S;(厳 密 には当期純 利益 を 除 く利 益剰余

金)もCRで な くHRで 換算 されていれば,④ と⑤ は一 致す るか らであ る。

以上 のよ うに,為 替換算調整勘定は,純 損益17;の 評価勘定で あるが,純 損益

はB/S,P/Lの 貸借 差額であ るので,一 括 した評価勘定 として計上せず,B/S

P/Lの 各項 目に分解 計上す る 価,勧 などを示す)こ とも可能で あ り,そ の

よ うな実務例16〕もある。

為替換算調整 勘定は,為 替変動(貨 幣価値 変動)を 考慮 して算定 された 「修

正値」(HR)を 「名 目値」(CR)に ひきもどすため に計上 され る評価 勘定 で,

貨幣価値変動会計 におけ る名 目値 と修正値(換 算値)を つ な ぐ環 としての貨幣

価値修正勘定一 外貨換算会計 では,前 掲の為替換算修正勘定一 とは性格 を

異 にす る。後者 は,一 般物価水準変動会計 において,資 本金 を名 目額 で計上す

るた めに,そ の残 高 を資本金 の附加勘定 に計上す る以外 にはB/S,P/L上 に計

上 され ない(外 貨換算会計 では資本 金 もHR表 示 され るため,為 替換算 修正

勘定残高はB/S,P/Lに まった くあ らわれ ない)。 貨幣価 値修正勘定(為 替換

算修 正勘定)を 相手 として通常,増 額 された各B/S,P/L項 目金額(HR表

示)を,実 質的 にCR表 示 に戻 すために,増 額分 を同額 だけ減額計上 す るの

が個別項 目に対 す る為替換算調整勘定 で ある。

前掲 の 「純 決算 日レー ト法」 と修正 テ ンポ ラル法 を比較 す ると,純 利益 その

他 のB/S,P/L項 目の実質的金額は,資 本金 ・資本剰余金 を除いて 同 じとな

る。純利 益概念 を同 じとす るに もかかわ らず,外 貨換算会 計において,「 純決

算 日レー ト法」 を とりえないのは,資 本金 ・資本剰 余金については.親 会社の

ユ6)田 中建二,外 貨会 計基 準 の再検 討 にか け て,企 業 会計,第44巻 第6号(1992年6月)43頁 。
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投資勘定 との連結消去の斉合性 を保つため,HR表 示 が必然 的であるか らであ

る。 この点か らみれば,当 期純利益 を除 く利益剰余金(留 保利益)のCR表

示は疑問 であ り,HR表 示すべ きであろう。

以上 のよ うにみ るとき,修 正 テ ンポラル法は,純 利益概念の性格,在 外支店

換算会計 との斉 合性で問題 はあ るが,補 助的報告 でな く財務諸表上 に為替変動

の影 響 を反映 させなが ら(B/S,P/L各 項 目の為替換 算調整勘定 の内訳 が注記

され ることが,そ れがB/S上 に一括表記 され る場合 には望ま しい),内 国通貨

価値 の変動(イ ンフレ)は 考慮 しないで,一 般物価水準変動会計 を とらず名 目

資本会計 を とってい ることと斉合的 に,外 貨価値変動 を純利 益概念 に反映 させ

ない(外 貨換算会計において も名 目資本会計を とる)点 で,現 行制度会 計では,

一定 の意 味を もっ といえよ う。

3.3.決 算 日 レ ー ト法

「基準」は,上 掲 の通 り,在 外支店の財務諸表 の換算には,テ ンポ ラル法,

在外子会社等 の財務諸表 の換算 には修正テ ンポラル法 を原則 とす るが,長 期 金

銭債権債務及 び非貨幣性項 目の額に重要性 がない場合 には,本 店勘定等(在 外

支店 の場合)な い し資本勘定等(在 外子会社等の場合)を 除 く全財務諸表項 目

に決算 日レー ト(CR)に よる換算 を認め,換 算差額 は,在 外支店の 場合 は,

為替差損益 として純損益に算入 し,在 外子会社等 の場合は,為 替換算調整勘定

に計上 してB/Sの 資産 の部又は負債の部 に記載す る。

この決算 日レー ト法に よれば,資 本金 ・資本剰 余金 には(2.la)式 が適 用され

て,
　 　 ゴリ ぬ ぬ
κ=K;一 ユ十 Σ ・,K十 Σ{廿K(rん 一r;,)}十 Σ{幽_K(rk† 一rゴ 露)}「

ゐ冨∴1盈=■.1ゐ ヨゴ,ユ

… …(3 .2)

HRに よ る換 算 額 が 計上 され るが,他 の財 務 諸表項 目は(3.1)式 が適 用され て,

X;=X;・r面

とな る。換 算 後 利 益 は,在 外 支 店 の場 合 は,財 産法 修 正 で.は,



18(18).第150巻 第1号

(2.12)式 のa;,e;,5,が ゼ ロとな って,

17,==1エゴri"一k;一 ・…(2.12b)

損 益法 修 正 で は,(2.lla)式 のv;,蹴 が ゼ ロとな る(名 目P/Lの 各 項 目 が

CR換 算 され る)が,(2.13)式 のQ;,勧,61,5ゴ,防 が ゼ ロとな るた め,

げ々=」2'一B;'● ・・一(2.工3b)

とな り,よ って

∬ 「=II,.「面十B;一a;'・ ・…(2.lib)

とな り,Kの 換 算差 額k;に 相 当 す る為 替差 損 益 が計 上 され る こと にな る。

在 外子 会 社 等 の場 合 ぽ,修 正 テ ソポ ラル法 の場 合 と同様,利 益 を決 算 日レー

トで換算 す る こ とに な るの で,

1τFrレr碑

とな り,P/Lの 換 算差 額 θ一2f,B/Sの 換 算差 額 ゴ々 は為 替換 算 調整勘 定 に

計 上 され る。 これ が,純 利 益 瓦 の評価 勘 定 で あ る こ とは,修 正 テ ンポ ラル法

の場 合 と同様 であ る。

「基準 」 の決 算 日 レー ト法 は,HR換 算 され るべ き非 貨 幣項 目等 に金 額 的重

要 性 が ない一a;,e;,5ガ,防,w;あ るい は 汐一 働 な どの金額 が無 視 で き る.ほ

ど小 さい 一 場 合 に のみ,例 外的 に認 め られ る点 で、 テ ンポ ラル法 ・修 正 テ ン

ポ ラル法 の実 務 的簡 便 法 とい え よ う。

一 般 的 な決 算 日レ ー ト法 は ,修 正 テ ンポ ラル 法 と異 な って,為 替 換 算会 計 が

貨 幣 価値 変 動 会 計 た る こ とをま った く無 視 した もの で,そ の利 益概 念 ・計 算構

造 を論 理 的 に説 明す るこ とが困難 で あ る。 決 算 日レー ト法 に対 す る的確 な批 判

的 検 討 ぽ,次 の文 献 に詳 しい。

穐 山幹夫,決 算 日レー ト法の批判的検討,経 営論集(東 洋大),第30号,1988年,

14-30頁 。

お わ り に

本 稿 で は,検 討 対 象 と しなか った が,ア メ リカで は,テ ソポ ラル 法 を と る
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1975年 の財 務 会 計基 準 第8号(SFASNo.8,AccountingforTranslationof

ForeignCurrencyTransactionsandFinancialStatements)が ,1981年 の財

務会 計 基 準 第52号(SFASNo,52,ForeignCurrencyTranslation)に よ って

決 算 日レ ー ト法 に と ってか わ られ,1983年 の国 際会 計 基準 第21号(lnternation・

alAccountingStardardNo.21,AccountingfortheEffectsofChangesin

ForeignExchanges)も 決 算 日 レー ト法 を原 則 的 に採 用 して い る こ とをみ る と

き,外 貨 換 算会 計 に関 して 「あた か も純粋 に技 術 的,理 論 的 な論 争 が行 われ て

きて い る よ うで あ るが.実 は,そ の背 後 に,微 妙 な各 国 の 国 民経 済 的 立場 が 隠

され て い るよ うに思 われ る」17)とか 「実 務上,特 定 の 国の 特定 の 時点 で 採 用

れ る換 算 方法 は,会 計理 論 に よ る影 響 をほ とん ど受 けず,む しろ各 時点 にお け

る支 配 的 な為 替 レー トの変 動 が企 業利 益 に及ぼ す影 響 に 左 右 され る」18)のが 現

実 で,テ ンポ ラル法 では,国 外 子会 社 が本 国親 会社 の事 業部 門 の よ うに取 扱 わ

れ,国 外 子 会社 の取 引 も本 国親 会社 が行 な った よ うに処理 され るが,「 そ の こ

とが また 国 際企 業の 単一 組 織体 性 の事 実 に基 づ く財 務 諸表 連 結 とい う会 計技 術

の論 理 的 帰結 で あ る」19)とい うよ うな見解 は無 視 され て しま う 現状 の 中 で ,外

貨 換 算 会 計へ の一 つ の ア プ ロー チの試 み と して,貨 幣 価 値変 動 会 計 と しての 側

面 を考察 した 。

〔付記〕 本稿 は,平 成3・4年 度科学研究費補助金による研究成果 の一部である。

17)宮 田 達 郎 「外 貨 建 取 引 等 会 計 処 理 基 準 十 講 」tg80年,209頁 。

18)Nobes,C.W.,"AReviewoftheTrans置ationDebate ,Ac`ountingandBusinessResear`ん

Vol.10,No.40,1980,p.429

19)黒 田 全 紀,国 際 コ ン ツ ニ ル ン決 算 書 ,1981年,203頁 。


